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車成熟社会での市民・自治体と交通警察

　　一事例：路上駐車の整序化への対応一

第1章　研究の背景、目的、方法

　現在・わが国の各地で目常的に見られる違法駐車、違法駐輪問題、バスレーンでの駐停車など身

近な道路での交通整序化に対しては・従来のような対応では限界があることを示している。モータ

リゼーションが進展した中で・自動車交通問題に適切に対応していくためには、道路、駐車場の整

備と合わせて、その有効な活用に向けて交通運用の仕方、交通警察の仕組み、など全体的に見直し

ていく必要があろう。車社会先進国の欧米都市をみると、交通管理技術にさまざまな工夫が見られ

る。特に・路上駐車対策に関しては・市民・自治体の参加と交通警察との協働、民聞事業への委託

（PFI）・皿S技術を活用した交通管理手法など興味深い事例が見られる。

　そこで本研究では・最も身近な課題である路上駐車の整序化を題材として、車成熟社会に相応し

いインテリジェントな道路交通マネジメントをどのように推進するかについて、提案していこうと

するものである。

　具体的な研究目的は以下の通りである。

　　交通整序化における市民・民間の役割、参加の現状と課題

　　交通警察と市民・自治体の協働についての提言

　研究方法は、わが国の現状と課題を分析、検討すると共に、欧米の経験について文献レビューし、

先逸事例の現地調査とヒアリングを行い・わが国への適用について検討することにした。また、わ

が国の交通警察担当者をオブザーバーとして参加をお願いして、研究会での討議に加わっていただ

くことにした。当初の研究計画は以下の通りである。

L　欧米自動車先進国にっいての経験に学ぶ

　　一交通警察の現状・仕組み

　　一駐車マネジメントを中心に仕組みの経験と現状

　　一欧米主要都市でのヒアリング、現地訪間調査

2，交通整序化への技術革新の導入の可能性

　　一路上駐車管理の近代化

　　一rrs技術の展開可能性

3，ベストプラクティスの発掘と分析：事例分析（日本）

　　一商店街・駅前での交通整序化の成功例

　　一住宅地（コミュニティゾーン、スクールゾーン）での交通整序の成功例

　　一協働の仕組み、プロセス、参加者とその役割分担

上記のうち・初年度は・海外調査として欧州についてはフランス（ラロッシェル）、英国（ロン

ドン、ブリストル）、米国（シアトル）について行った。
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第2章　路上駐車対策へのアプローチ

●英国の路上駐車対策

　英国では、1991年道路交通法に基づき、従来の交通警察による仕組みから、自治体による路上駐

車対策の取組みが進行中であり、その経緯と具体的内容・効果について検討することにした。現地

調査でのヒアリング、入手資料を基に基本的事項にっいて以下にとりまとめた。

2－1駐車政策の展開

　駐車政策は、交通政策の一部分としてどのように展開されてきたかについて、vaUeleyの文献（文

献1）を基に整理したものが表2－1である。駐車対策の基本的ツールであるパーキングメーター、

黄色線規制、交通監視員（Tra茄cW肛den）などは、1965年以前に導入されていたことがわかる。ま

た、モータリゼーションの進展にあわせて、需要追随型のアプローチから1960年代中頃から需要

管理型の方向に徐々に転換してきたことが注目される。この時、国がまず方向転換を示したものの、

それぞれの自治体の個別事情により、その展開にはかなりの年数を要していることがわかる。

　基本的仕組みに関しては、駐車政策担当機関と権限にっいて、道路担当機関（道路庁）としての

自治体が路上交通規制を、その執行・取締りを交通警察と分離されており、それぞれの政策方針と

駐車対策の優先順位により必ずしも実効ある駐車対策ができなかったとされている。

　結局、1991年の道路交通法により、タウンセンターなど主要地区にっいて自治体が路上駐車政策

の策定とその実施・取締り全体を担当する新しい仕組みができた。

表2－1英国における駐車政策の展開

1．1965年以前

2．1965－1980年

3．1980－1990年

4．1991年以降

自動車交通の発展に合わせた駐車スペース整備

自治体による交通規制（ロンドン互924年～；全国1930年～）

開発に伴う駐車場整備基準（1947年　都市田園計画法）

路上駐車管理一パーキングメータの導入1黄色線規制：交通監視員

取締り権限（警察）と路側規制管理（道路庁）の権限分離

政府は交通需要管理にシフト

　ブキャナンレポート（1963年）の影響一総合的駐車政策、専用非居住者

　用駐車場規制法（廃案）、国の資金による公営駐車場の運営補助禁止

　自治体は依然として駐車場整備重視

自治体も次第に需要管理にシフト

　駐車場整備基準の上限設定、Conα011ed　Parking　Zoneの導入（面的駐車対

　策、長時間路上駐車の排除）、P＆Rの整備

1991年道路交通法による改革

路上駐車対策の仕組みの変更（自治体への一部移管、SpecialParkingArea

内で規制執行）

ロンドンで優先（レッド）ルート規制の導入

注．valleley（1997）を基に作成。

2－2　路上駐車政策の実施体制の展開

路上駐車政策に関する関連主体、政府（交通省、環境省）、地方自治体（カウンティ・カウンシ

　　　　　　　　　　　　　　　　ー2一



図2－1　英国での駐車政策実施の仕組み

　　　（1991年以前、ロンドンを除く）

中央政府

交通省 環境省

法整備 財政面の
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ストラクチャー
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注　英国（ロンドン以外）の2層制地方自治体における1991年道路交通法以前の状況

出所：V訓leley（1997）、Fl9．4．3
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ル、ディストリクト・カウンシル）、警察、民閲駐車場事業者、ディベロッパーの相互関係は、図2

－1のとおりである。この図は1991年道路交通法適用以前の例であることに注意が必要である。

1991年道路交通法以降は、図の右下の路上駐車の取締りに関して、自治体の道路部局が担当できる

ようになった点が主な変更である。駐車関係は路上駐車のみならず、路外駐車場、新開発・建築に

伴う付置義務駐車場の整備基準をディストリクト・カウンシルが全体的に担当していることが特長

である。ディストリクト・カウンシルは、都市計画担当機関としてローカル・プランの責任機関で

あることから、都市計画との調整が取れる体制となっている。

　駐車規制の執行体制にっいて、1991年道路交通法以前について、プライトンの例が図2－2であ

る。図でみるように、隻991年法適用以前は、交通円滑化を担うカウンティ・カウンシルの道路担当

部局、道路の一部についてカウンティ・カウンシルより権限を委譲されて交通円滑化の視点から交

通規制と駐車対策を推進するディストリクト・カウンシル、そして交通の安全と円滑化のために交

通規制を執行・取締りを行う警察の3主体によって進められていた。なお、2層制でない単一自治

体の形態をとる地方自治体は、カウンティとディストリクトの両方の役割を担っており、都市計画

についてはユニタリー・ディベロップメント・プランを策定し、実施している。

　この3者の間で、一部の目標は共通しているものの優先順位が異なり駐車対対策への対応に問題

があった。すなわち、警察にとって交通警察は、全体の担当分野の一部であり、資源（人員と予算）

が限定されており、犯罪・治安問題への対応にっいて世論の圧力が強い中で、路上駐車対策への取

り組みは消極的であった。

　具体的な駐車規制の執行・取締りの展開をみると、自動車交通量の増大と共に種々の交通規制が

増大し、それらの取締りのためにさまざまな施策の導入、制度の改善を図ってきたことがわかる・

　路上駐車規制の取り組みが始まった当初より、適切な執行体制が不可欠であったことが認識され

ていた。この執行は最近まで警察の責任であった。警察官をより重大と考えられた犯罪対策にふり

向けるために、駐車取締り・交通規制の一部を担当する交通監視（巡視）員（Tramc　Warden）サー

ビスは、1960年にロンドンで導入された。1960年から1965年の間に、交通監視員サービスは地方

自治体の道路部局に移ったが、1965年以降、再び警察に戻された。1991年道路交通法で、再び自

治体に移行した。この変遷の過程は、当初は警察官の人員不足に対する代替職種の導入に対する警

察官の反発があったようである。また、道路部局に移った時以降、路上の許可された駐車ベイは交

通監視員、黄色線規制は警察とその取締りが別の体制で進められ、取締りが不十分な、そして交通

上の障害や危険がより大きい黄色線での違法駐車が見逃されやすいといった矛盾から1965年以降

は警察に戻された。その際、駐車監視員（ParkingAttendant）の権限が、パーキングゾーンの内部お

よび外部の黄色線への違反取締りに拡大され、取締りの面では有効であった。

　その後、交通規制の増強と共に、その執行二一ズは拡大したが、交通監視員の人員増加は進まず、

面的駐車規制CPZ、車輪止め、レッカー移動の民間委託などの対抗処置が始まったものの違法駐車

は増大した。1989年の内務省調査報告書（Repo質ofthe　Parking　Enforcement　Working　P飢y）で、非

遵守の多さとそれによる経済的損失の大きさ、そして、従来の警察と交通監視員サービスによる体

制の限界が指摘された。また、ロンドンでは大規模な道路計画レビュー（London　Assessment　Studies）

の結果、政府は渋滞対策に本腰を入れることになり、レッド・ルート規制と駐車規制の新しいシス

テムが1989年の・Traf且c　in　London・・の諮問文書として公表された。この中で、警察と交通巡視員の

任務を交通円滑化を目指す重点赤色幹線道路網（PriodtyRedRoute　Network）に集中的に投入し、一

方で、黄色線規制にかかわる駐車、荷捌き規制は、警察に残すが、自治体にパーキング・ベイ（パ

ーキングメーターおよび居住者用駐車スペース）での取締りを移管しようとする提案をした。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一4一
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2－3　1991年道路交通法による実施体制

　これらを背景に・1991年法が議会で成立した・この中では、自治体（区、バラ）の権限は、特別

駐車区域SPA（Speci田Parking　Area）を設定して・黄色線規制をはじめその内部のすべての路上駐

車規制についての執行できる形に・拡大された。購鵬上駐車違反緋犯罪イヒ翫、従来罰金と

して徴収され一般騰として購当局に任さ続部分は反則錬入として自醜こ入り、自治体は

路上駐車対策を自立採算で行い、その余剰は交通対策に使用できるようになった。新たな駐車規制

の執行体制は図2－3である・各バラ1ま、全ての許可された駐車スペースの管理と特別駐車地区SPA

の内部のすべての規制の権限をもつことになった。同時に、ロンドンの各バラが参加するロンドン

駐車委員会（P鍍聰C・舳tt曲rL・nd・n酪称PC几）を鰍し、不臓定サービス、駐轄視員

の資格・訓練など共通の任務を効率的に進めることになった。

　この図でみるように、駐車規制の執行体制は単純化され、単一の組織（自治体）が新しいシステ

ムの主役となって激策決定とその執行蹟任を持つ体制力§導入された．なお、警察は特別駐車地

区内であっても、交通安全にかかわる重大な違反に対しては執行権限を留保している。

　自治体が実際に駐車規制を執行するにあたっては、路上取締り活動と反則チケットの処理にっい

て民間委託している。

2－4　新しい駐車執行システムの適用状況

199岬法に基づく自治体による特易り駐車地区の導入は、まず・ンドンの各バラで認められ、その

後ロンドン以外の自治体（2000年9月で約20都市）に拡大している。

　TRLの調査結果では、特別駐車地区は主に都心部に設定され、規制遵守率が改善されたこと、路『

上駐車スペースの平均駐車時間が短縮して回転率が離り有効に禾ll用されていること、路外駐車場

の利用が融ったことが報告されてし・る・また、財政面では、移行当初は初期投資が大きいものの、

次第に反則金収入は費用を上回ってきてレ・ること、また、市民の反応も概ね受け入れられていると

して、この新システムは成功としている（文献2）。

　最近の新聞報道では・従来の緩い取締りで逃れてきた違反が厳しく取締られることから、一部ド

ライバーの反発砂なくないようである・これには、取締りの行き過ぎがあったりして、民間委託

事業者雌反摘発件数に応じた報酬綬けているのではないかという誤解や、自治体は駐車違反取

締り轍入最大化を狙っているのではないかといった疑念が背景にあるとレ・われている．。ンドン

各バラの路上駐車取締り状況（表2－2）をみると、鯨都の駐髄違反の取締り件数カミ平成1。年

で約54万件と比べて各段に多いといえる。

表2－2　ロンドン各区での路上駐車取締り状況

ウェストミンスター
礪欝車聯繍薮収髪備，

カムデン

792，267件　25，000台　18，000台　3，760万ホoンド

320，979　　22，041 7，611 800

ケンジントン・チェルシー 219，610　　16，910 9，022 1，400

ハンマースミス・フルハム 154，634 2，995 590

クロイドン 126，008

出所＝DAILYEXPRESS，2000年9月19目
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